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第１章　最低基準（運営主体等）

第2章　指定基準・最低基準（人員）

1・従業者

　職業指導員及び生活支援員

要件
① 　職業指導員又は生活支援員のうち、いずれか1人以上は常勤でなければならない。

② 　原則として専従

備考 　利用者の数は、前年度の平均値。新規に指定を受ける場合は推定数による。

備考

　特定非営利活動法人並びに一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び
公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成18年法律
第50号）による改正前の民法第34条により設立された法人等であって、専ら社会福祉事業以外
の事業を行っているものであっても、本市が当該事業を社会福祉事業に準ずるものとして認めた
場合については、実施することが可能。

員数

①
　職業指導員及び生活支援員の総数は、事業所ごとに、常勤換算方法で、利用者の数を１０で除
した数以上

② 　職業指導員の数は、事業所ごとに、一以上

③ 　生活支援員の数は、事業所ごとに、一以上

要件

①
　就労継続支援A型事業者が社会福祉法人以外の者である場合は、当該就労継続支援A型事業者は
専ら社会福祉事業を行う者でなければならない。

②
　就労継続支援A型事業者は、障害者の雇用の促進等に関する法律第４４条に規定する子会社以
外の者でなければならない。
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2・サービス管理責任者

3・管理者

要件

①

（1）～（4）のいずれかに該当する者であること。

（2）社会福祉事業に2年以上従事した者

（3）企業を経営した経験を有する者

（4）（1）から（3）と同等以上の能力を有すると認められる者

② 　原則として専従

　次の場合であって、管理業務に支障がないときは他の業務との兼務も可能。

備考

（1）事業所内の兼務

　事業所の従業者（サービス管理責任者含む。）としての職務に従事するとき。

（2）他事業所等における職務との兼務

　他の障害福祉サービス事業所又は指定障害者支援施設等の管理者又はサービス管理責任者若し
くは従業者としての職務に従事するとき。

備考

　次の場合であって、利用者に対するサービス提供に支障がないときは他の業務との兼務も可
能。

（1）事業所内の兼務

　他の従業者も原則として専従であるため、基本的には認められない。やむを得ない理由がある
場合等であって、利用者の支援に支障がない場合は、他の職務等に従事することも可能である
が、当該他の職務等に必要な員数に算入することはできない。

（2）他事業所等における職務との兼務

　次の（ア）又は（イ）に該当する場合であって、兼務する他事業所等の利用者を合わせて計画
作成対象者が60人以下であれば、他事業所等のサービス管理責任者を兼務することが可能。

（ア）他事業所等において、専従かつ常勤のサービス管理責任者１人に「加えて配置すべきサー
ビス管理責任者」となること。　※１人目として配置するサービス管理責任者の兼務は不可。

（イ）指定共同生活援助（グループホーム）又は指定宿泊型自立訓練事業所に置くべきサービス
管理責任者となること。

員数

　事業所ごとに、次に掲げる利用者の数に応じ、それぞれに掲げる数
（1）利用者の数が60以下　1以上
（2）利用者の数が61以上　1に、利用者の数が60を超えて40又はその端数を増すごとに1を加
えて得た数以上

　1人以上は常勤でなければならない。

② 　原則として専従

（1）社会福祉法 第19条第1項各号のいずれかに該当する者
　ア　厚生労働大臣の指定する社会福祉に関する科目を修めて卒業した者
　イ　厚生労働大臣の指定する養成機関又は講習会の課程を修了した者
　ウ　社会福祉士
　エ　厚生労働大臣の指定する社会福祉事業従事者試験に合格した者
　オ　ア～エと同等以上の能力を有すると認められる者として省令で定めるもの

要件

①
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4・従たる事業所を設置する場合

5・規模、定員等

（1）就労継続支援Ａ型

①　就労継続支援Ａ型に係る利用者

②　利用者及び職員以外の作業員を雇用する場合
　

（2）就労継続支援Ｂ型

　就労継続支援Ｂ型事業所は、20人以上の人員を利用させることができる規模を有するものでなければな
らない。

　次の①から③に掲げる利用定員の区分に応じ、当該各号に定める数を超えて雇用してはならな
い。

要件

① 　利用定員が１０以上２０人以下　利用定員に１００分の５０を乗じて得た数

②
　利用定員が２１以上３０人以下　１０又は利用定員に１００分の４０を乗じて得た数のいずれ
か多い数

③ 　利用定員が３１以上　１２又は利用定員に１００分の３０を乗じて得た数のいずれか多い数

要件

①
　就労移行支援事業所は、１０以上の人員を利用させることができる規模を有するものでなけれ
ばならない。

②
　雇用契約を締結しない利用者に対してサービスを提供する場合は、雇用契約を締結する利用者
の定員が１０を下回ってはならない。

③
　雇用契約を締結しない利用者の定員は、当該事業所の定員の１００分の５０及び９人を超えて
はならない。

要件
　主たる事業所及び従たる事業所それぞれに、常勤かつ当該事業所の職務に専ら従事する従業者
（サービス管理責任者を除く。）を置かなければならない。
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第3章　指定基準・最低基準（設備等）

　相談室は、室内における談話の漏えいを防ぐための間仕切り等を設けること。相談室及び多目
的室は、利用者の支援に支障がない場合は、兼用することができる。

⑥ 　洗面所及び便所は、利用者の特性に応じたものであること。

備考1
　原則として一の建物につき、一の事業所とするが、利用者の利便のため、利用者に身近な社会
資源（既存施設）を活用して、事業所の従業者が当該既存施設に出向いて就労継続支援を提供す
る場合については、これらを事業所の一部とみなして設備基準を適用する。

備考2

　訓練・作業室等、面積や数の定めのない設備については、利用者の障害の特性や機能訓練又は
生産活動の内容等に応じて適切な就労継続支援が提供されるよう、適当な広さ又は数の設備を確
保しなければならない。（複数種類の生産活動等を行う場合には、当該活動の種類ごとに訓練・
作業室を区分するとともに、それぞれの活動に適した設備と広さを確保する等。）

要件

①
　事業所の配置、構造及び設備は、利用者の特性に応じて工夫され、かつ、日照、採光、換気等
の利用者の保健衛生に関する事項及び防災について十分考慮されたものでなければならない。

②
　訓練・作業室、相談室、洗面所、便所及び多目的室その他運営に必要な設備を設けなければな
らない。ただし、訓練・作業室は、指定就労継続支援の提供に当たって支障がない場合は、設け
ないことができる。

③
　原則として就労継続支援事業所の専用のものとするが、利用者の支援に支障がない場合はこの
限りでない。

④
　訓練・作業室は、次のいずれにも該当すること。
　（1）訓練又は作業に支障がない広さを有すること。
　（2）訓練又は作業に必要な機械器具等を備えること。

⑤
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第4章　介護給付費等に係る基準（人員配置要件等があるもの）

1・本体報酬の区分

（1）就労継続支援Ａ型

（2）就労継続支援Ｂ型

2・視覚・聴覚言語障害者支援体制加算

備考2 　利用者の数は、前年度の平均値。

備考3
　専門性を有する者は、次のいずれかに該当するもの。
（1）視覚障害者への支援…点字の指導、点訳、歩行支援等を行うことができる者
（2）聴覚障害又は言語機能障害者への支援…手話通訳等を行うことができる者

備考4
　多機能型事業所又は複数の日中活動を行う障害者支援施設においては、全てのサービス種別の
利用者数で利用者要件を判断し、人員配置要件は、多機能型事業所の視覚障害者等の数を50で除
して得た数以上とする。

　視覚障害者等との意思疎通に関し専門性を有する者として専ら視覚障害者等の生活支援に従事
する従業者を、指定基準上の人員配置に加え、常勤換算方法で、視覚障害者等の数を30で除して
得た数以上配置している事業所であること。

備考1

　視覚障害者等は、以下のとおり、取扱うものとする。

【視覚障害者】身体障害者手帳1級又は２級かつ日常生活におけるコミュニケーションや移動等に
支障があると認められるもの

【聴覚障害者】身体障害者手帳２級かつ日常生活におけるコミュニケーションに支障があると認
められるもの

【言語機能障害者】身体障害者手帳3級かつ日常生活おけるコミュニケーションに支障があると認
められるもの

　次のいずれかに該当する者は、2人分として計算し、利用者数の要件（100分の30以上）を判
断することができる。
（1）視覚、聴覚若しくは言語機能障害が重複している者
（2）視覚、聴覚又は言語機能障害に加えて、知的障害（重度でなくても可）を有する者

要件

①
　視覚又は聴覚若しくは言語機能に重度の障害のある者が、利用者の数に100分の30を乗じて得
た数以上であること。

就労継続支援Ａ型
サービス費Ⅰ

　生活支援員及び職業指導員の配置員数が、常勤換算方法で、利用者の数を７．５で除した数以
上

就労継続支援Ａ型
サービス費Ⅱ

　生活支援員及び職業指導員の配置員数が、常勤換算方法で、利用者の数を１０で除した数以上
（指定基準上の配置員数の場合）

就労継続支援Ｂ型
サービス費Ⅰ

　生活支援員及び職業指導員の配置員数が、常勤換算方法で、利用者の数を７．５で除した数以
上

就労継続支援Ｂ型
サービス費Ⅱ

　生活支援員及び職業指導員の配置員数が、常勤換算方法で、利用者の数を１０で除した数以上
（指定基準上の配置員数の場合）

単位 　41単位

②
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3・就労移行支援体制加算

4・食事提供体制加算

　食事の提供に関する業務を当該施設の最終的責任の下で第三者に委託することは差し支えな
い。

備考2

　施設外で調理されたものを提供する場合は、クックチル、クックフリーズ若しくは真空調理等
により調理を行う過程において急速に冷却若しくは冷凍したものを再度加熱して提供するもの又
はクックサーブにより提供するものであって、運搬手段等について衛生上適切な措置がなされて
いるもののみ認められる。

備考3 　出前の方法、市販の弁当を購入して利用者に提供するような方法は対象とならない。

備考2
　就労継続支援Ｂ型利用後の就労定着は、同一法人以外が実施する就労継続支援Ａ型（雇用契約
有）でも可能。

単位 　30単位

要件
　原則として、事業所内の調理室を使用して調理し、食事を提供する体制があること。

備考1

単位 　就労継続支援Ａ型…26単位　就労継続支援Ｂ型…13単位

要件
　前年度において、就労継続支援利用後に就労して「６月を超える期間継続している者の数」
が、「当該年度における就労継続支援の定員数」の100分の5を超えること。

備考1
　就労定着者は、就労継続支援を経て企業等に雇用されてから「６月を経過した日」が前年度で
あること。なお、継続して就労しているとは、就労継続支援を受けた後、就労した企業等に連続
して６月以上雇用されている者とする。
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5・福祉専門職員配置等加算

6・重度者支援体制加算

加算
（Ⅱ）

備考4
　同一法人の他の事業所等の職務を兼務している者であって、常勤職員が勤務すべき時間数に達
しているものは、事業所における勤務時間が、1週間に勤務すべき時間数の100分の50以上であ
れば、常勤職員に含めることが可能。

加算
（Ⅱ）

単位 　定員に応じた単位数

要件
　前年度の利用者において、障害基礎年金1 級を受給する利用者の数が当該年度における指定就
労継続支援の利用者の数の100 分の25以上であること。

要件

備考2
　加算Ⅰ、加算Ⅱ及び加算Ⅲの（2）は実人数で要件を判断し、加算Ⅲの（1）は常勤換算方法で
分子及び分母となる勤務時間数を算定し、判断することとなる。

備考3

　多機能型事業所又は複数の日中活動を行う障害者支援施設においては、全てのサービス種別の
直接処遇職員（加算の要件判断に用いる職種に限る。）を合わせて判断する。

　事業所内の複数のサービスにおける直接処遇職員を兼務する場合は、それぞれの職種の勤務の
合計時間数が「常勤の従業者が勤務すべき時間数」に達していることで常勤職員に含めることが
可能。

備考1

備考1
　加算（Ⅰ）又は加算（Ⅱ）を算定している場合は、加算（Ⅲ）は算定できない。（いずれかの
算定が可能。）

　勤続年数の算定に当たっては、同一法人の経営する他の障害福祉サービス事業所、障害者支援
施設、障害児通所支援事業所、障害児入所施設、社会福祉施設、病院等の直接処遇職員（非常勤
でも可）の勤続年数を含めることができる。

備考2

要件

　「常勤で配置されている従業者」とは、正規又は非正規雇用にかかわらず、当該事業所におい
て「常勤の従業者が勤務すべき時間数」に達している従業者をいう。

要件
　職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち、社会福祉士、介護福祉士又は精神保
健福祉士である従業者の割合が100 分の25 以上であること。

　以下のいずれかの要件に該当すること。

加算
（Ⅲ）

単位

備考1 　加算（Ⅰ）を算定している場合は、加算（Ⅱ）は算定できない。（いずれかの算定が可能。）

　6単位

（1）職業指導員等として配置されている従業者のうち、常勤で配置されている従業者の割合が
100 分の75 以上であること。

（2）職業指導員等として常勤で配置されている従業者のうち、3 年以上従事している従業者の
割合が100 分の30 以上であること。

要件
　職業指導員又は生活支援員（職業指導員等）として常勤で配置されている従業者のうち、社会
福祉士、介護福祉士又は精神保健福祉士である従業者の割合が100 分の35 以上であること。

単位 　15単位

　前年度の利用者において、障害基礎年金1 級を受給する利用者の数が当該年度における指定就
労継続支援の利用者の数の100 分の50以上であること。

加算
（Ⅰ）

単位 　10単位

　「３年以上従事」とは、加算の申請を行う前月の末日時点における勤続年数とする。

加算
（Ⅰ）

単位 　定員に応じた単位数
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加算
（Ⅱ）

要件
　前年度の利用者において、障害基礎年金1 級を受給する利用者の数が当該年度における指定就
労継続支援の利用者の数の100 分の25以上であること。
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7・送迎加算

　グループホームと事業所等との間の送迎を行った場合についても、送迎加算の対象となる。

備考3
　利用者の居宅以外であっても、事業所の最寄り駅や集合場所との間の送迎も対象となるが、事
前に利用者と合意のうえ、特定の場所を定めておくこと。

備考4
　送迎を外部事業者へ委託する場合も対象とすることが可能だが、利用者へ直接公共交通機関の
利用に係る費用を給付する場合等は対象とならない。

要件

基本の
加算

　原則として、次の①を満たし、②又は③のいずれかの要件に該当すること。

②
　１回の送迎につき、平均10人以上（ただし、利用定員が20人未満の事業所
にあっては、１回の送迎につき、平均的に定員の100分の50以上）の利用者が
利用すること。

③ 　週３回以上の送迎を実施していること。

重度
対応

　上乗せは、区分5若しくは区分6に該当する者又は区分4以下であって行動関連項目の
点数換算が10点以上の者若しくは喀痰吸引等を必要とする者が、送迎利用者の合計数の
100分の60以上である事業所であること。

①

　１回の送迎につき、平均10人以上（ただし、利用定員が20人未満の事業所
にあっては、１回の送迎につき、平均的に定員の100分の50以上）の利用者が
利用すること。

③ 　週３回以上の送迎を実施していること。

重度
対応

　上乗せは、区分5若しくは区分6に該当する者又は区分4以下であって行動関連項目の
点数換算が10点以上の者若しくは喀痰吸引等を必要とする者が、送迎利用者の合計数の
100分の60以上である事業所であること。

加算
（Ⅱ）

単位
① 　基本の加算（片道）　１３単位

②

加算
（Ⅰ）

単位
① 　基本の加算（片道）　27単位

② 　重度対応の上乗せ（片道）　14単位を更に加算

要件

基本の
加算

　原則として、次のいずれの要件にも該当すること。

②

① 　利用者の居宅等と事業所等との間における送迎を実施すること。

　利用者の居宅等と事業所等との間における送迎を実施すること。

　重度対応の上乗せ（片道）　14単位を更に加算

備考1
　多機能型事業所又は同一敷地内に複数の事業所が存する場合については、原則として一の事業
所として取り扱う。

備考2
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8・目標工賃達成加算

※　就労継続支援Ｂ型のみ対象。

備考1

　指定基準上の目標工賃は、時間当たりの工賃、１日当たりの工賃、１月あたりの工賃の中から
実際の工賃支払い方法に応じ選択すること。（目標工賃達成加算の要件を満たさない額でも設定
可能。）
　加算に関する申請と同時に、当該年度の目標工賃及び前年度の工賃実績を都道府県に対し提出
すること。

備考２
　前年度の工賃の平均額は実績に基づき、月の途中において利用開始又は終了した者の当該月の
工賃は、工賃実績から除外する。

(4)　都道府県において作成される「工賃向上計画」に基づき、自らも「工賃向上計画」を作成し
ており、目標工賃達成に向けた業務、作業内容等の見直しなど工賃向上計画に基づく取組を実施
していること。

加算
（Ⅲ）

単位 　32単位

要件

　前年度に、当該事業所等の利用者に対して支払った工賃の平均額が、次の(1)及び(3)に該当す
る事業所等であって、（2）の取り組みを実施していること。

(1)　当該前年度における各都道府県の施設種別平均工賃を超えていること。

(3)　前年度の工賃実績が前々年度の工賃実績以上であること（経済状況等により低下する場合を
除く。）。

(2)　指定基準の規定により届け出た事業所等の工賃の目標額を超えていること。

(3)　前年度の工賃実績が前々年度の工賃実績以上であること（経済状況等により低下する場合を
除く。）。

(4)　都道府県において作成される「工賃向上計画」に基づき、自らも「工賃向上計画」を作成し
ており、目標工賃達成に向けた業務、作業内容等の見直しなど工賃向上計画に基づく取組を実施
していること。

(1)　当該前年度における地域の最低賃金の3 分の1 に相当する額を超えていること。

(2)　指定基準の規定により届け出た事業所等の工賃の目標額を超えていること。

(3)　前年度の工賃実績が前々年度の工賃実績以上であること（経済状況等により低下する場合を
除く。）。

加算
（Ⅰ）

単位

要件

　前年度に、当該事業所等の利用者に対して支払った工賃の平均額が、次の(1)から(3)のいずれ
にも該当する事業所であって、(4)の取り組みを実施していること。

(1)　当該前年度における地域の最低賃金の2 分の1 に相当する額を超えていること。

　59単位

(2)　都道府県において作成される「工賃向上計画」に基づき、自らも「工賃向上計画」を作成し
ており、目標工賃達成に向けた業務、作業内容等の見直しなど工賃向上計画に基づく取組を実施
していること。

　69単位

加算
（Ⅱ）

単位

要件

　前年度に、当該事業所等の利用者に対して支払った工賃の平均額が、次の(1)から(3)のいずれ
にも該当する事業所であって、(4)の取り組みを実施していること。
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①　熊本県内の就労継続支援Ｂ型事業所のうち、８割の事業所において工賃実績が低下した場合
②　個別の事業者にとって、原材料費等の高騰により、年間の直接経費に著しい変動があったもの
　　として市がやむを得ないものと認めた場合

③　個別の事業者にとって、特別な事情により前々年度の工賃実績が大幅に増加したものとして市

　　がやむを得ないものと認めた場合

9・目標工賃達成指導員配置加算

※　就労継続支援Ｂ型のみ対象。

備考2
　職業指導員及び生活支援員に加配することが要件のため、目標工賃達成指導員が職業指導員を
兼務することはできない。（ただし、指導員は非常勤職員で差し支えない。）

要件

① 　目標工賃達成指導員を常勤換算方法で１人以上配置していること。

②
　事業所等に置くべき職業指導員及び生活支援員の数に、目標工賃達成指導員の数を加えた総数
が、常勤換算方法で、利用者の数を６で除した数以上であること。

備考1
　目標工賃達成指導員は、「工賃向上計画」に基づき、自らも「工賃向上計画」を策定し、当該
計画に掲げた工賃目標の達成に向けて積極的に取り組むための指導員をいう。

備考4
　施設種別平均工賃は、前年度のものを使用し、年度途中で就労継続支援Ｂ型事業所へ移行した
場合は、年度当初の施設種別に係る平均工賃を使用する。

備考5

　「経済状況等におより低下する場合」とは、以下の①～③の場合をいう。

単位 　定員に応じた単位数

備考3

ア　時間当たりの工賃支払いの場合
　各都道府県の前年度の最低賃金の2分の1又は３分の１（円未満四捨五入）以上

イ　１日又は１月あたりの工賃支払いの場合
　国通知「就労移行支援事業、就労継続支援事業（Ａ型、Ｂ型）における留意事項について」に
定める「事業所毎の平均工賃（賃金）の算定方法」に従い算出した時間額が、前年度の各都道府
県の最低賃金の2分の1又は３分の１（円未満四捨五入）以上
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